日進西中学校ＰＴＡ規約
　　第１章　総　則
第１条　本会は日進西中学校ＰＴＡと称し事務局を日進西中学校に置く。
第２条　本会は会員相互の理解を深め教育的環境の整備と生徒の福祉増進を図り，以て民
主的教育の発展を図る目的とする。
第３条　本会は日進西中学校に在学する生徒の保護者並びに日進西中学校の教職員及び本
会の主旨に賛同する者を以て組織する。
　　第２章　事　業
第４条　本会は次の事業を行う。
　　　１　学校教育の援助に関する事業
　　　２　教育環境の改善に関する事業
　　　３　生徒の奨学，福祉厚生に関する事業
　　　４　会員の親睦と研修に関する事業
　　　５　その他目的達成に必要な事業
　　第３章　機　関
第５条　本会は次の機関を置く。
　　　　総会・評議員会・幹事会・理事会・役員会
第６条　総会は本会の最高決議機関で全員を以て組織する。
　　　１　定期総会は，年１回開催し，年度初めに開く。
　　　２　臨時総会は，会長が必要と認めたときに開くことができる。
第７条　総会は次の事項を決議する。
　　　１　予算・決算に関すること
　　　２　事業に関すること
　　　３　規約に関すること
　　　４　その他，運営に必要なこと
第８条　評議員会は旧役員・幹事及び顧問を以て組織する。評議員会は第７条の案件を審
議する。
第９条　幹事会は役員・幹事を以て組織する。幹事会は総会の決議事項を処理し，総会の
決議事項に準ずる事項を決議する。幹事会は事業遂行のため次の委員会を設ける。
      ○　厚生委員会　教育環境の整備・保健厚生に関する事業の推進
　　　○　広報委員会　ＰＴＡ活動・学校教育の広報に関する事業の推進
　　　○　研修委員会　会員の研修に関する事業の推進
　　　○　地域委員会　生徒の地域での健全な生活・活動に関する事業の推進
第10条　理事会は役員及び４委員会の正副委員長（理事）を以て組織する。理事会は委員
会の活動計画の審議・調整をし各委員会の緊急決定事項を処理する。
第11条　役員会は会長・副会長・事務局顧問・事務局補佐・書記・会計・会計監査で組織
する。役員会は総会の決議事項の処理及び各種原案の作成企画を行う。
第12条　本会は議事の決定は，出席者の過半数を以て決める。可否同数の場合は会長の採
決による。
　
　第４章　役　員
第13条　本会は次の役員を置く。
　　 　１　会　長　    １名　評議員会の推薦により総会の承認を得る。
                             会長は本会を代表し，会務を統括する。
　　　　　　　　　　　　　   第５条の会の議長を務める。
　　　 ２　副会長　　　２名　評議員会の推薦により総会の承認を得る。
　　　　　　　　　　　　　 　会長を補佐し，会長事故ある時は代行する。
　　　　　　　　　　　　　 　１名は母親代表が充たる。
　　   ３　事務局顧問　１名　会員より会長が委嘱し，教員代表として校長が充たる。
                             会長・副会長を助け，この会の活動を調整し円滑に進める。
                             書記・会計に係わる事務を総攪する。
       ４　事務局補佐　１名　会員より会長が委嘱し，教員代表として教頭が充たる。
                             事務局顧問を助け，この会の活動を調整し円滑に進める。
　　　　　　　　　　　　　　 書記・会計に係わる事務を総攪する。
       ５　書　記      ２名　会員より会長が委嘱し，庶務事項を分掌する。
　　　　　　　　　　　　　　 （保護者１名・教員１名）
       ６　会　計　　　２名　会員より会長が委嘱し，会計事務を分掌する。
                             （保護者１名・教員１名）
　　　 ７　会計監査　　２名　会員より会長が委嘱し，会計を監査する。
第14条　役員の任期は１年とする。但し重任を妨げない。
　　第５章　幹　事　及び　顧　問
第15条　幹事は会員の互選により，地区ごとに家庭数に応じて若干名を選出し，５０名
程度とする。
第16条　本会は顧問を置くことができる。顧問は退任会長及び退任母親代表が充たる。
       任期は，退任後５年までとする。
　　第６章　会　計
第17条　本会の経費は会費及び補助金，寄付金，事業収入を以て充てる。
　　　　 本会費は年額１世帯１，２００円（１か月当たり１００円）とする。　　　　
第18条　本会の会計年度は４月１日に始まり，翌年３月３１日に終わる。
　　　　付　　則
　　　　　本規約は昭和５３年５月１７日より実施する。
　　　　　　　　　昭和５５年５月　２日一部改正
　　　　　　　　　昭和５８年４月２７日一部改正
                  昭和６２年４月２７日一部改正
　　　　　　　　　平成　５年４月２３日一部改正
　　　　　　　　　平成　９年４月２８日一部改正
　　　　　　　　　平成１０年４月２３日一部改正
　　　　　　　　　平成１４年４月１８日一部改正
　　　　　　　　　平成１９年４月２５日一部改正
　　　　　　　　　平成２０年４月２５日一部改正
平成２７年４月１６日一部改正
平成２９年4月２０日一部改正


